
 

令和８年度寒河江市学びのふるさと推進事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、寒河江市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が、

生涯学習の振興及び地域力の向上のため、公民館連絡協議会、町会、分館、地

区子ども会並びに地域の住民により構成される営利活動、政治活動及び宗教

活動を目的としない団体（以下「主催団体」という。）との共催により事業を

行い、学ぶ場が広がるまちづくりを推進することに関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（事業内容） 

第２条 対象とする事業（以下「共催事業」という。）は、教育委員会が共催す

る次に掲げるもので、詳細は別表で定める。ただし、営利、政治及び宗教活動

を目的とする事業は対象外とする。 

⑴ 地域塾事業 

   分館が地区公民館と連携して教養を高めるために行われる事業 

⑵ 地域力向上事業 

   主催団体が地区公民館と連携して、地域力向上のために行われる事業 

（負担金） 

第３条 教育委員会は、共催事業を実施する主催団体に対し、別表に規定する事

業別負担金を上限として予算の範囲内で負担金を交付する。 

（共催申請） 

第４条 共催しようとする主催団体は、事業開始日の１月前まで（１月前の日が

土曜日、日曜日、祝日及び１２月２９日から１月３日までの日のときは直前の

開庁日まで）に、寒河江市学びのふるさと推進事業共催申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて教育長へ提出しなければならない。ただし、教育長



 

が特別な理由があると認めるときは、教育長が別に定める日まで申請するも

のとする。 

⑴ 事業計画書（様式第２号） 

⑵ 事業収支予算書（様式第３号） 

⑶ その他教育長が必要と認める書類 

（共催の可否） 

第５条 教育長は、前条の規定による申請があったときは、審査の上事業への共

催の可否を決定し、寒河江市学びのふるさと推進事業共催決定通知書（様式第

４号）又は寒河江市学びのふるさと推進事業共催却下通知書（様式第５号）に

より、主催団体にその旨を通知するものとする。 

（共催事業の変更等） 

第６条 主催団体は、前条の規定による決定を受けた後、共催事業を変更し、又

は中止しようとするときは、寒河江市学びのふるさと推進事業共催変更申請

書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて教育長へ提出しなければならない。 

⑴ 変更内容を確認できる資料があれば、その資料 

⑵ その他教育長が必要と認めるもの 

２ 前項に規定する共催事業の変更は、次の各号のいずれかに該当するときと

する。 

⑴ 負担金交付申請額が変わるとき。 

⑵ 講師が変わるとき。 

⑶ 地域塾事業の事業回数が変わるとき。 

⑷ 事業内容が変わるとき。 

⑸ その他教育長が提出を要すると認めるとき。 

３ 教育長は、第１項に規定する変更申請書の提出があったときは、審査の上共

催事業の変更又は中止の可否を決定し、寒河江市学びのふるさと推進事業共



 

催変更決定通知書（様式第７号）により、主催団体にその旨を通知するものと

する。 

４ 主催団体は、前項の規定により共催の中止決定を受けた場合において、既に

負担金が支払われているときは、支払われている負担金を返還するものとす

る。ただし、負担金の返還額は、教育委員会が算定するものとする。 

（実績報告） 

第７条 主催団体は、共催事業が完了したときは、完了日の翌日から起算して７

日以内（７日目が土曜日、日曜日、祝日及び１２月２９日から１月３日までの

日のときは翌開庁日まで）に寒河江市学びのふるさと推進事業共催実績報告

書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて教育長へ提出しなければならない。 

⑴ 事業報告書（様式第９号） 

⑵ 事業収支決算書（様式第１０号） 

⑶ 事業記録写真 

⑷ その他教育長が必要と認める書類 

（負担金の精算） 

第８条 主催団体は、前条の寒河江市学びのふるさと推進事業実績報告書を提

出した場合で、事業費の額が負担金の額に満たないときは、超過して支払われ

た負担金を市に返還しなければならない。 

（共催決定の取り消し） 

第９条 教育長は、主催団体がこの要綱に違反したときは、第５条及び第６条第

３項の規定による共催決定を取り消すことができる。この場合において、教育

長は、寒河江市学びのふるさと推進事業共催決定取消通知書（様式第１１号）

により、主催団体にその旨を通知するものとする。 

２ 主催団体は、前項の規定により共催の決定を取り消された場合において、既

に支払われている負担金を返還しなければならない。 



 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

教育長が別に定める。 

附 則 

  この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 



 

別表（第３条関係） 

事業別負担金 

番号 事業名 事業区分 負担金 

１ 地域塾事業 
地域塾（分館主催で子どもから大人までを対

象とし、３回以上講座を実施する事業） 
50,000円 

２ 

地域力向上事業 

公民館連絡協議会事業 25,000円 

３ 地区子ども会事業 10,000円 

４ 地区文化祭事業 10,000円 

５ 
分館文化力発信事業（分館の魅力を内外に発

信する事業） 
30,000円 

備考 表中の「地区」は、寒河江市立小中学校通学区域に関する規則（昭和４３年教育

委員会規則第３号）別表１の小学校通学区域を指す。複数の地区が合同で事業を行う

場合には、表中の金額に、事業を行う地域数を乗じた金額とする。 

飲食に関係する経費で負担金から支出できるのは、講師接待に伴うお茶並びに弁当

代及び調理実習並びにキャンプの事業で使用する食材費のみとします。 

  

 

  



 

様式第１号（第４条関係） 

 

  年  月  日 

 

寒河江市教育委員会 

教育長         様 

 

団 体 名                    

 

住   所                    

 

代表者又は主催者                     

 

電 話 番 号                     

 

寒河江市学びのふるさと推進事業共催申請書 

 

令和８年度寒河江市学びのふるさと推進事業実施要綱第４条の規定により、下記のとお

り共催及び負担金交付の申請をします。 

記 

 

事  業  名 地域塾事業 ・ 地域力向上事業 

事 業 区 分 
１：地域塾 ２：公民館連絡協議会事業 ３：地区子ど

も会事業 ４：地区文化祭事業 ５：分館文化力発信事業 

イ ベ ン ト 名  

事 業 費 総 額 円 

負 担 金 交 付 申 請 額 円 

事業計画書（様式第２号） 別紙のとおり 

事業収支予算書（様式第３

号 ） 
別紙のとおり 

 



 

様式第２号（第４条関係） 

 

事 業 計 画 書 

イ ベ ン ト

名 
 

実 施 日 時  

実 施 会 場  

参 加 対 象

者 

及 び 参 加

見 

込 者 数 

 

他に共催、 

後援、協賛 

す る 団 体

名 

 

実 施 目 的  

実 施 内 容  

※ 講 師 

［住所、氏名、略歴を簡潔に記入してください。］ 

 

備考 「※」の項目は、講師を依頼した場合記入してください。  



 

様式第３号（第４条関係） 

 

事 業 収 支 予 算 書 

 

イベント名：                            

 

１ 収入                                (単位：円) 

項  目 予算額 摘  要 

負担金  市教育委員会より 

   

   

   

   

合  計   

 

２ 支出                                (単位：円) 

項  目 予算額 摘  要 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合  計   

備考 

 １ 飲食に関係する経費で負担金から支出できるのは、講師接待に伴うお茶並びに弁当

代及び調理実習並びにキャンプの事業で使用する食材費のみとなります。 

２ 申請書を提出する前に、地区公民館担当職員から確認を受けてください。  



 

様式第４号（第５条関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

               様 

 

寒河江市教育委員会 

教育長  

 

 

寒河江市学びのふるさと推進事業共催決定通知書 

 

 

令和８年度寒河江市学びのふるさと推進事業実施要綱第５条の規定により、下記のとお

り寒河江市教育委員会との共催決定及び負担金の交付を通知します。 

 

記 

 

事  業  名 地域塾事業 ・ 地域力向上事業 

事 業 区 分 
１：地域塾 ２：公民館連絡協議会事業 ３：地区子ども会事業  

４：地区文化祭事業 ５：分館文化力発信事業 

イ ベ ン ト 名  

負担金交付決定額 円 

共催に付する条件 

１ 共催決定後、事業内容の変更又は事業を中止しようとするとき

は、第６条の規程に基づき書類を提出してください。 

２ 事業の実施に伴い主催団体関係者、参加者及び物品等に損害が

及んだ場合、その損害に対する賠償を含む責は主催団体が負うも

のとします。だだし、その損害のうち教育委員会の責に負うべき

理由により生じたものについては、教育委員会がこれを負担する

ものとします。 

３ 事業が完了したときは、第７条の規程に基づき書類を提出して

ください。 

  



 

様式第５号（第５条関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

               様 

 

寒河江市教育委員会 

教育長  

 

 

寒河江市学びのふるさと推進事業共催却下通知書 

 

 

令和８年度寒河江市学びのふるさと推進事業実施要綱第５条の規定により、下記のとお

り寒河江市教育委員会との共催申請を却下します。 

 

記 

 

事  業  名 地域塾事業 ・ 地域力向上事業 

事 業 区 分 
１：地域塾 ２：公民館連絡協議会事業 ３：地区子ども会事業  

４：地区文化祭事業 ５：分館文化力発信事業 

イ ベ ン ト 名  

共催却下理由  

  



 

様式第６号（第６条関係） 

 

  年  月  日 

 

寒河江市教育委員会 

教育長         様 

 

団 体 名                    

 

住   所                    

 

代表者又は主催者                     

 

電 話 番 号                     

 

寒河江市学びのふるさと推進事業共催変更申請書 

 

令和８年度寒河江市学びのふるさと推進事業実施要綱第６条の規定により、下記のとお

り共催内容変更の申請をします。 

記 

 

事  業  名 地域塾事業 ・ 地域力向上事業 

事 業 区 分 
１：地域塾 ２：公民館連絡協議会事業 ３：地区子ども会事業  

４：地区文化祭事業 ５：分館文化力発信事業 

イ ベ ン ト 名  

変更・中止区分 変更  ・  中止 

変更・中止理由  

変 更 内 容 

(変更の場合記入) 
 

備考 変更内容を確認できる資料があれば、添付してください。  



 

様式第７号（第６条関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

               様 

 

寒河江市教育委員会 

教育長  

 

寒河江市学びのふるさと推進事業共催変更決定通知書 

 

令和８年度寒河江市学びのふるさと推進事業実施要綱第６条の規定により、下記のとお

り寒河江市教育委員会との共催内容の変更決定を通知します。 

 

記 

 

事  業  名 地域塾事業 ・ 地域力向上事業 

事 業 区 分 
１：地域塾 ２：公民館連絡協議会事業 ３：地区子ども会事業  

４：地区文化祭事業 ５：分館文化力発信事業 

イ ベ ン ト 名  

変更・中止区分  変更  ・  中止 

共催変更決定内容  

備 考 

１ 再度、事業内容を変更しようとするときは、第６条の規程に基

づき書類を提出してください。 

２ 中止した場合、既に交付している負担金は下記のとおり返還し

てください。 

⑴ 負 担 金：           円 

⑵ 返還期限：     年  月  日 

  



 

様式第８号（第７条関係） 

 

  年  月  日 

 

寒河江市教育委員会 

教育長         様 

 

団 体 名                    

 

住   所                    

 

代表者又は主催者                     

 

電 話 番 号                     

 

寒河江市学びのふるさと推進事業共催実績報告書 

 

令和８年度寒河江市学びのふるさと推進事業実施要綱第７条の規定により、下記のとお

り事業の実績を報告します。 

記 

 

事 業 名 地域塾事業 ・ 地域力向上事業 

事 業 区 分 

１：地域塾 ２：公民館連絡協議会事業  

３：地区子ども会事業 ４：地区文化祭事業  

５：分館文化力発信事業 

イ ベ ン ト 名  

事業報告書（様式第１０号） 別紙のとおり 

事業収支決算書（様式第１１号） 別紙のとおり 

事 業 記 録 写 真 別紙のとおり（様式は任意） 

  



 

様式第９号（第７条関係） 

 

事 業 報 告 書 

イベント名  

実 施 日 時  

実 施 会 場  

参加対象者 

及び参加者数 
 

他に共催、後 

援、協賛した 

団 体 名 

 

事業を実施し

ての効果及び

感 想 

 

  



 

様式第１０号（第７条関係） 

 

事 業 収 支 決 算 書 

 

イベント名：                            

 

１ 収入                                (単位：円) 

項  目 予算額 決算額 増 減 摘  要 

負担金    市教育委員会より 

     

     

     

     

合  計     

 

２ 支出                                (単位：円) 

項  目 予算額 決算額 増 減 摘  要 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

合  計     

備考 添付する領収書は原本を基本としますが、状況によりコピーも可とします。コピーを

添付する際は、原本の所在を任意の形で表記してください。  



 

様式第１１号（第９条関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

               様 

 

寒河江市教育委員会 

教育長  

 

 

寒河江市学びのふるさと推進事業共催決定取消通知書 

 

 

令和８年度寒河江市学びのふるさと推進事業実施要綱第１０条の規定により、下記のと

おり寒河江市教育委員会との共催決定を取り消します。 

 

記 

 

事  業  名 地域塾事業 ・ 地域力向上事業 

事 業 区 分 

１：地域塾 ２：公民館連絡協議会事業  

３：地区子ども会事業 ４：地区文化祭事業  

５：分館文化力発信事業 

イ ベ ン ト 名                            

取 り 消 し 理 由  

既 交 付 負 担 金 額 円 

負 担 金 の 返 還 期 限 年   月   日 

 


